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介護予防短期入所療養介護事業所「ウィングラス（併設ショートステイ）」運営規程 
                    社会福祉法人グリ－ンアルム福祉会 

                            規程 第６４号 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人グリ－ンアルム福祉会が、定款第１条の規定により経営する、

介護老人保健施設「ウィングラス」が行う介護予防サービスである介護予防短

期入所療養介護事業所「ウィングラス（併設ショートステイ）」（以下「事業

所」という。）において実施する指定介護予防サービスに該当する介護予防短

期入所療養介護（以下「介護予防サービス」という。）の適正な運営を確保す

るために、平成１８年３月１４日厚生労働省令第３５号第１８７条の規定によ

り人員及び管理運営に関する事項を定め、利用者に対し自立に向けた適正な生

活援助を提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所の従業者は、利用者が可能な限り居宅においてその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介護、そ

の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行い、利用者の意欲を高めるような適

切な働きかけをしながら、自立の可能性を最大限引きだす介護予防サービスを

提供する。 

２ 事業所の従業者は、地域との結び付きは勿論、市町村、地域包括支援センタ

ー、居宅介護支援事業者、その他介護サ－ビス事業者、医療施設、保健施設及

び福祉施設の関係機関と連携を図らなければならない。 

 

（名称及び所在地） 

第３条 名称及び所在地は次のとおりとする。 

   (1) 名 称 ウィングラス（併設ショートステイ） 

(2) 所在地 長野県須坂市大字仁礼７番地１０ 

 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

第４条 事業所の従業者の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。ただし、全

ての職種について介護老人保健施設と兼務とする。 

  (1) 管理者          常勤     １名 

管理者は事業所の業務全般を総括し、所属職員の指揮監督及び業務の管

理を行う。 

(2) 副管理者        常勤     １名 

必要に応じて、副管理者を置くことができる。 

副管理者は管理者を補佐し、管理者の業務の一部について委任を受けこ
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れを処理する。 

(3) 医 師           常勤     １名以上 

（うち1名は管理者を兼務し、正職員として雇用

され、オンコール対応を除き週 32時間以上勤務

に当たる） 

医師は利用者の健康状況に常に配慮し、利用者の健康保持のための適切

な措置をとる。 

(4) 支援相談員          常勤     ２名以上 

支援相談員は、利用者又はその家族からの相談に適切に応じるとともに、

必要な助言その他の援助を行う。 

(5) 看護職員・介護職員            

     ・看護職員        常勤      ９名以上 

・介護職員        常勤     ２２名以上 

看護職員は、利用者の病状及び心身の状況に応じ、看護を提供する。 

介護職員は、利用者の施設サービス計画に基づく介護を提供する。  

   (6) 管理栄養士        常勤      １名以上 

管理栄養士は献立の作成並びに利用者の栄養管理及び指導を行う。  

   (7) 理学療法士又は作業療法士 常勤     １名以上 

理学療法士又は作業療法士は、利用者の病状及び心身の状況に応じ、リ

ハビリテーションを提供する。 

   (8) 介護支援専門員      常勤      １名以上 

介護支援専門員は、施設サービス計画を作成し、利用者が自立した日常

生活を営むことができるよう必要な助言その他の援助を行う。  

  (9) 事務職員         常勤     １名以上 

事務職員は、サービス事業に必要な事務処理を行う。 

 

（介護予防サービスの内容） 

第５条 介護予防サービスの内容は次のとおりとする。 

    介護予防短期入所療養介護 介護老人保健施設 

２ 事業所での介護は、利用者の心身の状況に応じて適切な介護技術をもって行

う。 

３ 利用者に対して、自宅から事業所までの送迎サービスを行う。  

４ 介護予防サービスの利用に当たっては、従業者は懇切丁寧を旨とし、利用者

又はその家族に対して、利用者をお世話する上で必要な事項について、理解し

やすいように説明を行う。また、利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に

必要な援助を妥当適切に行うとともに、相当期間以上継続して入所する利用者

については、短期入所療養介護計画に基づき、機能訓練及び日常生活を行う上

で必要な援助を行う。 
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５ 入浴は１週間に２回以上行い、入浴が心身の状況により行えない場合は清拭

を同様に行う。 

６ 利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、排泄の自立について必要

な援助を行い、おむつを使用せざるを得ない場合は、利用者が不快な思いをし

ないよう適宜取り替える。 

７ 食事の提供は、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮したものとし、

適切な時間において利用者の自立支援に配慮して、可能な限り離床して食堂で

行う。 

８ 利用者の使用する事業所、備品、食器、その他の設備及び飲用に供する水に

ついて、衛生的な管理に努め、医薬品等の管理も適正に行う。  

  ９ 感染症の発生及び感染症が蔓延しないよう必要な措置を講じる。  

１０ 利用者に対しては、前各項に規定するもののほか、離床、着替え及び整容

等の介護を生活の質を勘案しながら適切に行う。 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第６条 須坂市、小布施町、高山村及び長野市の若穂地区。 

 

（利用料その他の費用の額） 

第７条 介護予防サービスの利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものと

し、法定代理受領サービスに該当する介護予防サービスを提供した際には、利

用料のうち、各利用者の介護保険負担割合証に記載の割合に応じた額の支払い

を利用者から受ける。 

２ 滞在費（１日につき） 

①   多床室            

    ア 第１段階                   ０円 

    イ 第２段階               ４３０円 

    ウ 第３段階               ４３０円 

    エ 第４段階               ４３７円 

    注 第１段階：生活保護受給者の方・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民

税非課税の方で、かつ本人の預貯金等が1,000万円以下（配偶

者がいる場合は夫婦あわせて2,000万円以下）の方 

第２段階：世帯員全員及び配偶者が住民税非課税で、課税年金収入額と

非課税年金収入額、その他の合計所得金額の合計が80万円以下

の方で、かつ本人の預貯金等が 650万円以下（配偶者がいる場

合は夫婦あわせて1,650万円以下）の方 

第３段階①：世帯員全員及び配偶者が住民税非課税で、課税年金収入額

と非課税年金収入額、その他の合計所得金額の合計が80万円超

120万円以下の方で、かつ本人の預貯金等が 550万円以下（配偶

者がいる場合は夫婦あわせて1,550万円以下）の方 

第３段階②：世帯員全員及び配偶者が住民税非課税で、課税年金収入額
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と非課税年金収入額、その他の合計所得金額の合計が 120万円

を超える方で、かつ本人の預貯金等が 500万円以下（配偶者が

いる場合は夫婦あわせて1,500万円以下）の方  

第４段階：本人が住民税課税となっている方 

または 配偶者が住民税課税となっている方 

または 本人が属する世帯の中に住民税課税者がいる方 

または 本人の預貯金等が一定額を超える方 

※段階は、市町村が交付する介護保険利用者負担額減額・免除等認定証により決定します。 

   ② 従来型個室             

    ア 第１段階              ５５０円 

    イ 第２段階              ５５０円 

    ウ 第３段階             １，３７０円 

    エ 第４段階             １，７２８円 

  ３ 食費（１食につき） 

 

 

 

 

 

 

   一日当たりの食事の負担限度額は以下のとおりとする。 

① 第１段階                  ３００円  

② 第２段階                       ６００円 

③ 第３段階①                    １，０００円 

④  第３段階②                    １，３００円 

⑤  第４段階                １，６８０円 

４ 第７条に規定する、通常の送迎の実施地域を越えて行う介護予防サービスの

送迎費用について、自動車を使用した場合の交通費は、以下の額を徴収する。  

    ア 通常の事業の実施地域を超えて１㎞ごとに  １１０円 

５ 日用品費（１日につき）            ２３０円 

６ 利用者が選定する特別な日用品等の提供を行ったことに伴い必要となる費用  

実費 

７ レクリエーション、クラブ活動に参加することに伴う材料費  

  実費 

８ 複写物の交付     １枚           １０円 

９ 口座振替手数料                 実 費 

１０ 第２項から第９項に係る費用の徴収に際しては、契約書面に明らかにした

上で、あらかじめ利用者又はその家族に対し、当該介護予防サービスの内容及

び費用についてその契約書をもとに説明を行い、利用者又はその家族の同意を

得る。 

 朝 食  昼 食  夕 食  

第１段階利用者 

第２段階利用者 

第３段階①②利用者  

３７０円  ６００円  ４７５円  

第４段階利用者 ４２０円 ６８０円 ５８０円 



 - 5 - 

（介護予防サービス利用に当たっての留意事項） 

第８条 利用者が介護予防サービスの提供を受ける際に注意すべき事項は次のとおり

とする。 

２ 介護予防サービスの実施及び安全衛生上必要な場合は従業者が居室に立ち入

り、必要な業務をすることを認めること。 

３ 居室及び共用スペースを本来の用途以外に使用しないこと。  

４ 他の利用者及び従業者に対し、迷惑をかけるような宗教活動、政治活動及び

営利活動は行わないこと。 

５ 事業所及び設備について、故意又は重大な過失により簡単に修理ができない

よう破壊したり、汚した場合は利用者が修理するか、修理代相当額を支払うこと。 

６ 飲酒喫煙に際しては、医師の指示及び指定場所等を守ること。  

７ 介護予防サービスの利用料は、特別な理由がない限り期日までに支払うこと。 

８ 利用時に、事業所内で行われる介護予防サービスに関する説明を受け、十分

に理解をした上で介護予防サービスを受けること。 

９ 事業所内に、危険物等他の利用者の迷惑となるようなものは持ち込まないこと。 

１０ 事業所における日課に協力するとともに、他の利用者の迷惑となるような

行為は行わないこと。 

   

（緊急時等における対応方法） 

第９条 介護予防サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変等が生じた

場合は、速やかに主治医（協力機関）への連絡を行うなど、必要な措置を講じ

る。 

 

（事故発生時の対応） 

第１０条  利用者に事故が発生した場合は、速やかに市町村、関係官署及び利用者の

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 

  ２ 利用者に対する介護予防サービスの提供により、事業所の責に帰すべき事由

により賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族等に連絡を行

い、損害賠償を行う。 

 

（苦情処理） 

第１１条  提供した介護予防サービスに関する利用者からの意見、要望及び苦情に対

し迅速かつ適切に対応するために、苦情等を受けるための窓口を設置する。  

２ 提供した介護予防サービスに関し、介護保険法第２３条の規定による市町村

が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員から

の質問若しくは照会に応じ、利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協

力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言

に従って必要な改善を行う。 

３ 提供した介護予防サービスに関する利用者からの苦情に関して、国民健康保
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険団体連合会が行う法第１７６条第１項第３号の規定による調査に協力すると

ともに、国民健康保険団体連合会から同号の規定による指導又は助言を受けた

場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う。 

 

（非常災害対策） 

第１２条  消防法第８条に規定する防火管理者を設置し、消防法施行規則第３条に規

定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処する計画に基づき非常災害対

策を行う。 

２ 防火管理者には、防火管理資格取得者の中から任命する。  

３ 月に１度、火災危険防止のため自主点検を行う。 

４ 非常災害用の設備点検は契約保守業者に依頼する。点検の際は防火管理者が

立ち会う。 

５ 非常災害用の設備は防火管理者により常に有効に保持するよう努める。  

６ 火災発生又は地震等の災害が発生した場合は、事業所内の被害を最小限度に

とどめるため、自衛消防隊を編成し任務の遂行に当たるとともに、事業所を地

域の避難場所として活用することも念頭におき、適切な対処をする。 

７ 防火管理者は従業者に対して防火教育及び消防訓練を実施する。 

① 防災訓練（避難訓練及び消火訓練）       年２回以上 

（内１回は夜間想定） 

② 非常災害用設備の使用方法の徹底        随時 

８ その他の災害防止対策についても、必要に応じて対処できる体制を整備する。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第１３条 施設は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講ずる。  

(1) 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について、従業者に十分に周知する。 

(2) 虐待の防止のための指針を整備する。 

(3) 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

(4) 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。  

２ 前項第一号に規定する委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第１４条 事業者は、従業者の資質向上を図るための研修の機会を設け、業務推進体制

の整備に努める。 

(1) 採用時研修 採用後１か月以内 

(2) 継続研修  随時 

２ 従業者は業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持する。 

３ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を保持させ
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るため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持させるべき旨を

従業者との雇用契約の内容とする。 

  ４ 利用者又は他の利用者の生命若しくは身体を保護するため緊急やむを得ない

場合に身体的拘束等を行う際には、利用者本人及びその家族に対して身体拘束

等の内容をできる限り詳細に説明し、了承を得る。 

  ５ 事業所は、この事業を行うために必要な記録を整備し、その完結の日から２

年間（身体拘束、苦情及び事故に関する記録は５年間）保存するものとする。  

６ この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は社会福祉法人グリーン

アルム福祉会の理事会において定める。 

 

 

 

附 則 

   この規程は平成１８年 ４月 １日から施行する。 

平成１９年１１月２３日  一部改正 

平成２０年 ２月 １日  一部改正 

平成２０年１１月２４日  一部改正 

平成２１年 ４月 １日  一部改正 

平成２１年 ５月２７日  一部改正 

平成２４年 ９月 １日  一部改正 

平成２４年１０月 １日  一部改正 

平成２８年 ５月２５日  一部改正 

平成３０年 ６月 ８日  一部改正 

令和 ２年１２月 １日  一部改正 

令和 ３年 ８月 １日  一部改正 

令和 ６年 ４月 １日  一部改正 

令和 ７年 ４月 １日  一部改正 

 

 

 

 


